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住民記録システム等の標準化にかかる対応支援業務委託 

公募型プロポーザル方式による業者選定 実施要領 

 

1 業務名 

   住民記録システム等の標準化にかかる対応支援業務委託 

 

2 業務目的 

   「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和３年法律第４０号）」

（以下、「標準化法」という）において、標準化の対象業務を管理するシステム（以下、

「現行システム」という）を省令で定める期日までに国が策定する標準仕様書に準

拠したシステム（以下、「標準準拠システム」という）への移行が義務付けられた。 

   本業務は、住民記録システム及び印鑑登録システム（以下、「住民記録システム

等」という。）の標準準拠システムへの移行を確実かつ円滑に推進するため、ノウハ

ウや技術力を有する事業者の支援を求めるもの。 

 

3 業務内容 

   別紙「住民記録システム等の標準化にかかる対応支援業務仕様書」のとおり。 

 

4 契約期間 

   契約締結の日から令和９年３月３１日まで 

 

5 業務にかかる予算上限額 

   ３０,０００千円以内（消費税及び地方消費税を含む） 

   あくまでもこの金額は予算の上限額であり、契約時の予定価格を示すものではな

い。予定価格は予算の範囲内で別途算定する。 

  また、当該上限額を超える見積額の提案は失格とする。 

 

6 受託候補者選定方式 

   公募型プロポーザル方式 

 

7 参加資格 

   本プロポーザルに参加を希望する者は、次のすべての要件を満たしていること。 

（１）  地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定のいずれにも

該当しない者であること。 

（２）  北九州市物品等供給契約の競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則

（平成７年北九州市規則第１１号）第６条第１項の有資格業者名簿に記載されて

いること。 

（３）  本市から指名停止を受けている期間中でないこと。 

（４）  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条に掲げる暴力団または暴力団員及びそれらの利益となる活動を行う団体で
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ないこと。 

 

8 参加資格の喪失 

提案者が契約相手方候補者決定の日までに、次のいずれかに該当することにな

った場合は、その時点で本件にかかる参加資格を失うものとし、すでに行われた提

案は無効とする。 

（１） 「７ 参加資格」に規定する参加資格の要件を満たさなくなった場合。 

（２）不正な利益を図る目的で審査委員会の委員等と接触した場合。 

（３）提案書に虚偽の記載をしたことが判明したとき 

（４）その他、公正な審査に影響を与える行為があった場合 

 

9 契約及び提案に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 

   〒803-8501 北九州市小倉北区城内１番１号 北九州市役所庁舎２階 

   北九州市総務市民局市民部区政推進課 

   担当：小野、篠原 

   電話：０９３－５８２－２１０７ 

   メールアドレス：sou-suishin@city.kitakyushu.lg.jp 

          

10 参加の手続き 

（１） スケジュール 

 内容 スケジュール 

① 提供資料の交付、質問の受付期限 令和８年４月２１日（火）１７時まで 

② 参加意向申出書提出期限 令和８年４月３０日（木）１７時まで 

③ 企画提案書提出期限 令和８年５月２０日（水）１７時まで 

④ 企画提案選考会 令和８年５月２９日（金）午後を予定 

⑤ 審査結果の通知 令和８年６月１日（月）１７時まで 

⑥ 業務委託契約開始 令和８年６月上旬 

  

（２）説明会 

   企画提案書の作成や仕様に関する説明会は開催しない。 

 

（３）提供資料の交付 

ア 提供資料は下記のとおり 

(ア) 総合窓口システムを利用したワンストップサービスの概要 

(イ) ワンストップサービス対象手続き 

(ウ) 総合窓口システム現行業務フロー 

(エ) 総合窓口業務マニュアル_第 3 章_R8.3 月改訂版 

(オ) 総合窓口業務マニュアル_第 4 章_R8.3 月改訂版 

(カ) 住民異動届記載要領（R6） 
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(キ) 窓口支援システム概要資料 

(ク) 窓口支援システムの想定機能要件 

(ケ) おくやみコーナーの概要 

(コ) おくやみコーナー業務フロー（現状とワンストップ後） 

(サ) おくやみコーナーの現状について 

(シ) 令和７年度に実施した住民記録システム等の帳票の Fit＆Gap 分析結果 

(ス) 総合窓口システムの機能一覧 

 

イ 交付方法    電子メールによる 

ウ 交 付 者    ９の担当部局と同じ 

エ 交付期間    令和８年４月１５日（水）～４月２１日（火）１７時まで  

 

（４）質問の受付及び回答 

ア 様   式    様式第１号による 

イ 提出方法    電子メールによる 

ウ 提 出 先    ９の担当部局と同じ 

エ 提出期限    令和８年４月２１日（火）１７時まで（必着） 

オ 質問への回答 令和８年４月２７日（月）までに電子メールで回答する。 

                なお、社名を伏せたうえですべての提案者に公開する。  

    

（５）参加意向申出書の提出 

ア 様   式    様式第２号による 

イ 提出方法    持参、郵送（郵送の場合は書留に限る） 

ウ 提 出 先    ９の担当部局と同じ 

エ 提出期限    令和８年４月３０日（木）１７時まで（必着） 

オ 提出部数    １部 

 

（６）企画提案書の提出 

ア 提出物 

 

 

 

 

 

イ 提出方法    持参、郵送（郵送の場合は書留に限る） 

   ウ 提 出 先    ９の担当部局と同じ 

   エ 提出期限    令和８年５月２０日（水）１７時まで（必着） 

   ※企画提案書の提出にあたっては「１１ 企画提案書の作成に関する注意事項」 

を必ず確認のうえ提出すること。 

    

 内   容 提出部数（正本） 提出部数（副本） 

① 企画提案申込書（様式第３号） １部 － 

② 企画提案書（様式自由・Ａ４） １部 ６部 

③ 見積書（様式自由・Ａ４） １部 ６部 
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（７）企画提案参加の辞退 

     参加意向申出書の提出後、提案を辞退する場合は、下記の通り提出すること。 

ア 様   式    様式第４号による 

   イ 提出方法    持参、郵送（郵送の場合は書留に限る） 

   ウ 提 出 先    ９の担当部局と同じ 

   エ 提出期限    令和８年５月２０日（水）１７時まで（必着） 

   オ 提出部数    １部 

 

11 企画提案書の作成に関する注意事項 

（１） 企画提案書記載事項 

     下記の項目については、必ず提案に盛り込むこと。 

ア 会社概要 

プライバシーやセキュリティに関する取組み状況  

イ 業務実績 

令和３年以降の同種業務の実績（政令市、中核市、東京都特別区）  

ウ プロジェクト計画 

エ プロジェクト体制 

オ Fit＆Gap 分析支援に関すること 

カ 標準化後の業務の対応方針の検討支援に関すること 

キ 業務全体の知見 

        

（２）企画提案書の様式 

ア 様式は自由であるが、下記のとおりとすること。 

・ 企画提案書には社名を特定できるような記載をしないこと。 

・ Ａ４サイズ（縦・横いずれも可） 

・ 両面印刷（長編綴じ、ステープル止め、左側２か所穴あけ、製本は不要。） 

・ 資料は２０ページ以内で各ページ下部中央に「●/全資料枚数」を記載する 

こと。 

・ 企画提案書の末尾に（３）見積書を綴じこむこと。 

   

イ 提出方法 

・ 正本（会社印押印）を１部、副本（押印不要）を６部提出すること。 

・ 正本、副本ともファイルへの綴じ込みや製本は不要。 

・ 提出時は会社名の記載のある封筒に正本、副本をまとめて入れること。 

 

（３）見積書 

ア 様式は自由であるが、サイズはＡ４とすること。 

イ 見積りの合計額は、消費税および地方消費税（１０％）を含めた額を記載する  

こと。 
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ウ 見積書の宛名は「北九州市長」とすること。 

エ 見積書は仕様書に対応した項目ごとに、単価、数量、人員数などを明確にし 

て作成すること。 

オ 「５ 業務にかかる予算上限額」を上回った場合は失格となるので注意するこ       

と。 

    

（４）その他 

ア 著作権・特許権等について 

提案資料等に含まれる著作権、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その 

他日本国の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業 

手法等を用いた結果生じた事象にかかる責任は、すべて提案者が負うものと 

する。 

イ 複数提案の禁止 

提案は１社 1 件とし、複数の提案書の提出は認めない。 

ウ 提出書類の変更の禁止 

提出期限後の書類の変更、差し替え、再提出は認めない。 

エ 提出書類の返却 

提出書類は理由の如何を問わず返却しない。 

オ 費用負担 

企画提案書の作成、提出等プロポーザル参加にあたって必要な経費はすべ 

て提案者の負担とする。  

 

12 選考方法 

（１） 評価の方法 

   ア 提案者からの提案内容の評価は、北九州市総務市民局市民部区政推進課 

が別に定める「住民記録システム等の標準化にかかる対応支援業務委託プロ

ポーザル審査委員会」（以下「審査委員会」という。）が「（３）評価基準」に基づ

き行う。 

   イ 審査委員会は、「（３）評価基準」にしたがって審査を行い、最高得点の提案者

を契約相手方候補者として決定する。 

ウ 最高得点の提案者が２社以上あるとき、同順位の提案者が２社以上あるとき

は、見積金額が少ない者を高い順位とする。 

エ 総合計得点の６０％を最低基準点とし、最低基準点に達しない場合は、契約

相手方候補者として選定しない。最低基準点の算定には加点は除く。 
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オ 提案者が１社のみの場合であっても評価は実施する。 

   カ 提案者がない場合、提案者が１社のみの場合であって、評価結果がエに該当

する場合は、再度公募を実施する。 

 

（２）評価会議 

ア 開催日時・場所（予定） 

・ 令和８年５月２９日（金） 午後実施予定 

・ 北九州市役所本庁舎１５Ｃ会議室（北九州市小倉北区城内１番１号） 

イ 企画提案の所要時間（予定） 

・ プレゼンテーション        ２０分以内 

・ 審査委員会委員からの質疑  １０分～１５分 

ウ 参加人数 

・ １提案者あたり３名までとする。 

・ 原則として、実際に業務にあたる担当者を含めること。 

エ 注意事項 

・ 会議の詳細日程や各提案者の開始時刻などは後日通知する。 

・ プレゼンテーションは事前に提出した資料のみで行うこととする。評価会

議当日に新たな説明資料を追加することはできない。 

・ 各提案者の出席指定時間に遅刻した場合は失格とする。     

 

（３）評価基準 

     別紙１のとおり 

 

13 評価結果に関する事項 

（１） 評価結果の通知 

     令和８年６月１日（月）１７時までに、提案者全員に電子メールで通知する。 

  

（２）辞退 

     契約相手方候補者を辞退する場合は、辞退届を期限までに提出すること。 

     辞退届様式、提出期限は評価結果通知時に対象者に送付する。 

 

（３）評価結果の公表  

    契約相手方候補者を特定した場合は、市ホームページに次の事項を公表する。 

ア 契約相手方候補者の名称 

イ 提案者数 

ウ 提案者の評価結果（事業者名は契約相手方のみ公表） 

エ 委員会の委員の氏名及び職名 
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オ 主な意見及び特定理由 

 

14 契約の締結 

（１）  市は、評価結果の通知後に、契約相手方候補者と当該業務委託にかかる詳 

細について、必要な協議を行う。この協議において、企画提案書に記載した内容 

について、契約相手方候補者からの変更は原則認められない。 

ただし、市に不利にならない変更であって、プロポーザル方式審査の公平性、 

透明性及び競争性に影響を及ぼさないものについては除く。 

 

（２）  協議が整った場合は、契約相手方候補者から改めて見積書を徴取し、見積書

を精査のうえ、随意契約により契約を締結する。 

 

（３）  契約相手方候補者と契約締結に至らなかった場合は、次順位者を新たな契約 

相手方候補者として手続きを進める。契約相手方候補者が契約締結の日までに 

本市から指名停止を受けた場合も同様とする。 

 

15 その他 

本市が提供する資料は、応募にかかる検討以外の目的で使用することを禁じる。 

また、この目的の範囲内であっても本市の了承を得ずに第三者に対してこれを使

用させること、または内容を提示することを禁止する。 

 

 
 

 

 

 



1 会社概要

・事業者の信頼性があるか。（履行不能になるリスクはないか）
・プライバシーやセキュリティに関する取り組みが行われているか。
・プライバシーマーク（「JIS Q 15001）や情報セキュリティ認証
　（ISO/IEC27001）といった認証資格を有しているか。

5点

2
業務実績
業務に関する知見

・令和３年度以降、北九州市、政令指定都市または中核市における同種業
務の受託実積があるか。本業務に関連があれば省庁の類似業務も記載して
よい。
・システム標準化や関連業務について、国、システムベンダ、他自治体の
動向等など、本委託業務の実施に必要な知見があるか。

5点

3 プロジェクト計画
・本業務を計画的に進めるため、プロジェクトの範囲、実施業務、スケ
ジュール、進捗・課題管理の方策が具体的に示されているか。

10点

4 体制

・本業務を遂行できる最適な体制が提案されているか、バックアップ体制
は適切か。
・特に直接本業務を担当する人員は、自治体業務への造詣が深く、類似の
コンサルタント業務の経験が豊富か。

10点

5 本市の状況の把握 本市の置かれている状況や独自の課題を把握しているか。 15点

6
フィット＆
ギャップ分析支援
（AS-IS分析）

上記、本市の状況を踏まえて、
・システム標準化に伴う影響調査の方針や手法は妥当か。
・調査する手続きやその依頼先に抜け漏れはないか
・標準化により利用できなくなる機能や、システム管理外の関連業務につ
いて考慮されているか。
・窓口及びバックヤードの職員に対する影響分析の概要説明会についての
重要性、具体案、留意点などが記載されているか。

15点

7
ＢＰＲ支援
（To-Be提案）

・機能差異を埋める方策だけでなく、業務改善、組織体制の見直しに関し
て、現実的かつ実効性のある方策や支援内容の記載があるか。
・令和１０年度に向けて本市が取り組むべき業務の概要が示されている
か。

15点

8 独自提案
・仕様書で示す内容に加えて、本市に対して有益な支援内容や追加提案が
あるか。

10点

見
積
価
格

9 価格 ・提案金額の妥当性 15点

100点

別紙１　住民記録システム等の標準化にかかる対応支援業務委託　評価基準

提
案
内
容

配点

合　　計　　点

項目 項番 評価項目 評価基準

受
託
者
の
概
要


